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【手続補正書】
【提出日】平成25年5月24日(2013.5.24)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　堆積ガスをプラズマ相に転換し、真空チャンバ内で基板搬送方向に動いている基板上に
薄膜を前記プラズマ相から堆積させるプラズマ堆積ソースであって、
　前記真空チャンバ内に配置されるように適合され、前記基板搬送方向に平行な電極幅と
直交する電極長さとを有する少なくとも１つのＲＦ電極を備え、且つ前記動いている基板
の反対側に配置される多領域電極デバイスであって、
　規格化されたプラズマ体積が、電極表面と反対側の基板位置との間に画定されるプラズ
マ体積を前記電極長さで除算することによって与えられて、前記堆積ガスの欠乏長さに合
わせて調節される多領域電極デバイスと、
　前記ＲＦ電極にＲＦ電力を供給するＲＦ電力発生器であって、
　前記ＲＦ電極の一方の端部に配置された少なくとも１つのガス注入部および前記ＲＦ電
極の反対側の端部に配置された少なくとも１つのガス排出部を有するＲＦ電力発生器と
を備え、
　前記基板搬送方向に平行な前記ＲＦ電極の前記電極幅が、前記堆積ガスの欠乏プロファ
イルの臨界欠乏長さよりも小さく、前記臨界欠乏長さが前記堆積ガスの最大モル分率の約
１０％に定義され、
　前記規格化されたプラズマ体積が、５ｃｍ２と５０ｃｍ２との間の範囲内である、プラ
ズマ堆積ソース。
【請求項２】
　前記ＲＦ電極が、前記真空チャンバ内部の、電極表面と反対側の基板位置との間に、１
２００ｃｍ３から７２００ｃｍ３までの範囲内のプラズマ体積を画定している、請求項１
に記載のプラズマ堆積ソース。
【請求項３】
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　前記少なくとも１つのガス注入部が、前記基板搬送方向に関して、前記ＲＦ電極の最先
端部のところに配置され、前記少なくとも１つのガス排出部が、前記ＲＦ電極の最後端部
のところに配置される、請求項１または２に記載のプラズマ堆積ソース。
【請求項４】
　少なくとも２つのＲＦ電極を互いに電気的に接続する少なくとも１つのコネクタをさら
に備えた、請求項１から３のいずれか一項に記載のプラズマ堆積ソース。
【請求項５】
　少なくとも２つのＲＦ電極を互いに接続する少なくとも２つのコネクタをさらに備え、
前記少なくとも２つのコネクタが、前記基板搬送方向に直交する前記電極長さに沿って配
置されている、請求項１から４のいずれか一項に記載のプラズマ堆積ソース。
【請求項６】
　前記少なくとも２つの電極が共通発生器極に接続されている、請求項１から５のいずれ
か一項に記載のプラズマ堆積ソース。
【請求項７】
　前記ＲＦ電極の前記電極幅が、粒子滞在時間が０．０１ｓから１ｓまでの範囲内である
ように設けられている、請求項１から６のいずれか一項に記載のプラズマ堆積ソース。
【請求項８】
　前記基板搬送方向に平行な前記電極幅が、１０ｃｍから１８ｃｍまでの範囲内である、
請求項１から７のいずれか一項に記載のプラズマ堆積ソース。
【請求項９】
　基板上に薄膜を堆積させるための方法であって、
　少なくとも１つのＲＦ電極を備えた多領域電極デバイスを設けることと、
　基板搬送方向に前記ＲＦ電極を通過させて基板を案内することと、
　ガス注入部からガス排出部へ堆積ガスを流すことと、
　前記ＲＦ電極にＲＦ電力を供給することと、
　前記案内された基板上に前記薄膜を堆積させることであって、その場合に前記基板搬送
方向に平行な前記ＲＦ電極の幅が前記堆積ガスの欠乏プロファイルに合わせて調節される
ことと
を含み、
　前記基板搬送方向に平行な前記ＲＦ電極の前記幅を、前記堆積ガスの臨界欠乏長さより
も小さく、前記臨界欠乏長さが、堆積ガスモル分率が元の値の約１０％の値に低下する点
のところに定義される、方法。
【請求項１０】
　少なくとも２つのＲＦ電極を同相で駆動する、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　電場均一性を、前記基板搬送方向に直交する電極長さに沿って少なくとも２つのＲＦ電
極を互いに接続するために設けられた少なくとも２つのコネクタによって調節する、請求
項９または１０に記載の方法。
【請求項１２】
　電極－基板ギャップ距離を、前記堆積ガスの前記欠乏長さが前記基板搬送方向に平行な
前記ＲＦ電極の電極幅以上になるように調節する、請求項９から１１のいずれか一項に記
載の方法。
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